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4

２００７年３月期中間期業績の概要

単位：億円

０６年３月末 ０６年９月末 増減

総資産 15,374 15,618 +244

9,467 9,571 +104

537 - -

5,370 - -

- 6,047 -

4,844 5,074 +230

純資産合計

負債合計

有利子負債残高

少数株主持分

資本合計

０６年３月期 ０７年３月期
中間期 中間期

売 上 高 6,788 7,462 +674 (+9.9%)

売 上 原 価 5,367 5,941 +573 (+10.7%)

売 上 総 利 益 1,421 1,521 +101 (+7.1%)

（ 売 上 高 総 利 益 率 ） 20.9% 20.4% -0.5 ポイント

販 売 費 及 び
一 般 管 理 費 1,032 1,092 +60 (+5.8%)

（ 売 上 高 販 管 費 比 率 ） 15.2% 14.6% -0.6 ポイント

営 業 利 益 388 429 +41 (+10.5%)

（ 売 上 高 営 業 利 益 率 ） 5.7% 5.7% +0.0 ポイント

営 業 外 収 支 ▲ 20 ▲ 24 -4 ( - )

経 常 利 益 368 405 +37 (+10.1%)

特 別 損 益 ▲ 60 ▲ 111 -51 ( - )

税 前 利 益 309 294 -14 (-4.6%)

中 間 純 利 益 168 280 +113 (+67.5%)

１株当たり中間純利益 11.96円 20.03円

１株当たり中間配当金 4.0円 5.0円

増減

（前中間期）→（当中間期）

＜円／US$＞ 期中平均 : １０９．５ → １１５．４

期末 :  １１３．２ → １１７．９

（前中間期）→（当中間期）

＜円／ユーロ＞ 期中平均 : １３５．６ → １４６．０

期末 : １３６．１ → １４９．８

為替レート

（注）３月期決算会社は４～９月の業績，１２月期決算会社は１～６月の業績を連結
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売上高・営業利益の推移
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営業外収支

億円
０６年３月期

中間期
０７年３月期

中間期
増減 特記事項

営業外収益 62 88 +26

受取利息及び配当金 14 15 +2

持分法による投資利益 21 40 +19

雑収益 28 33 +5

営業外費用 ▲ 83 ▲ 112 -29

支払利息 ▲ 39 ▲ 45 -6

雑損失 ▲ 44 ▲ 67 -24

営業外収支 ▲ 20 ▲ 24 -4

金融収支 ▲ 25 ▲ 29 -4

雑収支 ▲ 16 ▲ 35 -19

新規設備操業開始に伴う試運転等の費用増加

国内関連会社の収益拡大等

注）収益はプラス、費用はマイナス（▲）で表示
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特別損益

億円

０６年３月期
中間期

０７年３月期
中間期

増減 特記事項

特別利益 21 64 +43
有形固定資産売却益 5 6 +1
投資有価証券売却益 16 58 +43

特別損失 ▲ 80 ▲ 175 -94
有形固定資産売却廃棄損 ▲ 14 ▲ 16 -3
減損損失 ▲ 17 ▲ 128 -111
投資有価証券評価損 ▲ 1 ▲ 1 -0
関係会社整理・評価損 ▲ 9 ▲ 14 -5
構造改善費用 ▲ 5 ▲ 9 -3
退職給付制度改定損失 ▲ 14 - +14
在外子会社退職給付引当損 ▲ 19 ▲ 6 +13
その他 ▲ 1 ▲ 0 +1

▲ 60 ▲ 111 -51ネット特別損益

保有意義の低下した株式の売却等

子会社の固定資産の減損

注）収益はプラス、費用はマイナス（▲）で表示
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資産・負債・純資産

０６年３月末 ０６年９月末 増減 特記事項

資産合計 15,374 15,618 +244
流動資産 6,623 6,866 +243
有形固定資産 5,862 5,949 +87
無形固定資産 115 123 +8
投資その他 2,774 2,681 -93

０６年３月末 ０６年９月末 増減 特記事項

9,467 9,571 +104
流動負債 5,379 5,893 +514
固定負債 4,088 3,678 -411

537 - -
5,370 - -

- 6,047 -

4,844 5,074 +230

0.90 0.92 +0.02Ｄ／Ｅレシオ*

純資産合計

負債合計

有利子負債残高

少数株主持分

資本合計

億円

借入金の増加等

長期借入金および繰延税金負債の減少等

棚卸資産の増加等

設備投資の増加等

*０６年３月末は、有利子負債残高／資本合計
０６年９月末は、有利子負債残高／自己資本 （自己資本＝純資産-少数株主持分）
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設備投資額・減価償却費

億円

０６年３月期
中間期

０７年３月期
中間期

増減 特記事項

318 514 +195 東レ：２２１、国内：４６、海外：２４７

304 334 +30 東レ：１３０、国内：４９、海外：１５６

24 ▲ 93 -117

38 87

設備投資額

減価償却費 　　　　－）

振替・除却等

有形固定資産増減

主な設備投資 ：
＜国内＞ 東レ ：炭素繊維・プリプレグ設備 ２００７年１月稼働予定
＜海外＞ ＳＯＦＩＣＡＲ：炭素繊維設備（フランス） ２００７年８月稼働予定

ＴＳI ：フィルム加工設備（韓国） ２００６年３月稼働
ＴＪＱ ：ポリエステル・綿混織物設備（中国） ２００６年４月稼働
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事業ｾｸﾞﾒﾝﾄ別売上高・営業利益
単位：億円

０６年３月期
中間期

０７年３月期
中間期

０６年３月期
中間期

０７年３月期
中間期

繊維 2,887 3,018 +131 (+4.5%) 104 95 -9 (-8.6%)

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ 1,588 1,846 +258 (+16.2%) 86 87 +0 (+0.5%)

情報通信材料・機器 1,111 1,278 +166 (+15.0%) 131 145 +14 (+10.9%)

炭素繊維複合材料 244 319 +75 (+30.7%) 59 88 +29 (+49.8%)

環境・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 619 678 +59 (+9.5%) ▲ 12 1 +13 ( - )

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽその他 337 323 -14 (-4.3%) 20 20 -1 (-2.6%)

(内医薬・医療材) 203 200 -3 (-1.6%) 6 6 -0 (-6.3%)

計 6,788 7,462 +674 (+9.9%) 388 436 +47 (+12.2%)

消去又は全社 0 ▲ 7 -7

連結 6,788 7,462 +674 (+9.9%) 388 429 +41 (+10.5%)

売上高 営業利益

増減 増減
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事業セグメント別業績（繊維）

特記事項

東レ

国内子会社

海外子会社
中国事業の改善が進むも、イン
ドネシア事業が燃料価格高騰の
影響を強く受け、英国子会社の
不振等もあり、増収減益。

商事子会社が拡販に努め、増収
増益。

599 628

1,466 1,483

822
908

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

０６／３月期　
中間期

０７／３月期　
中間期

億円

海外

国内

東レ

43
36

40
48

20
12

-2

1

-20

0

20

40

60

80

100

120

０６／３月期　
中間期

０７／３月期　
中間期

億円

修正

海外

国内

東レ

売上高 営業利益

２，８８７ １０４

+4.5%

-8.6%
３，０１８

９５

テキスタイルが輸出を中心に好
調に推移したが、全体としては
原燃料価格高騰の影響を価格転
嫁と高付加価値品へのシフトで
カバー仕切れず、減益。

＜主要関係会社＞
国 内： 東レｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ、一村産業、蝶理 他
アジア： ＰＥＮＦＡＢＲＩＣ（ﾏﾚｰｼｱ）、ＬＵＣＫＹＴＥＸ（ﾀｲ）、ＩＴＳ（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）、ＴＦＮＬ（中国） 他
欧 米： ＡＬＣＡＮＴＡＲＡ（ｲﾀﾘｱ） 他
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事業セグメント別業績（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ）

特記事項
東レ

国内子会社

海外子会社

樹脂は自動車用途を中心に、フィ
ルムは工業材料用途を中心に拡販
し、増収。原燃料価格高騰の影響
等もあり、減益。

樹脂・フィルム・ケミカル・商事
の各子会社とも堅調に推移し、増
収増益。

中国樹脂子会社や米国フィルム子
会社が拡販に努めたこと等により、
増収。韓国フィルム子会社が情報
通信材料用途へのシフトを戦略的
に推進したことと欧州フィルム子
会社不振等により、減益。
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売上高 営業利益

１，５８８

８６
+16.2%

+0.5%１，８４６ ８７

＜主要関係会社＞
国 内： 東レﾌｨﾙﾑ加工、東レ・ﾌｧｲﾝｹﾐｶﾙ、曽田香料、蝶理 他
海 外： ＴＰＡ（ｱﾒﾘｶ）、ＴＰＭ（ﾏﾚｰｼｱ）、ＴＰＥｕ（ﾌﾗﾝｽ）、ＴＳＩ（韓国） 他
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事業セグメント別業績（情報通信材料・機器）

特記事項

東レ

国内子会社

海外子会社

フィルム加工子会社は拡販を進
め、増収増益も、商事子会社が
減収となり、全体では、減収増
益。

韓国子会社のＦＰＤ・電子部品
関連フィルムの拡販等により、
増収増益。

ＩＴ関連樹脂・フィルム、ＰＤＰ
関連材料、半導体関連材料等の拡
販を進め、増収。カラーフィルター
の競争激化による価格低下の影響、
及びＰＥＴフィルムの原燃料価格
高騰の影響等もあり、減益。
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売上高 営業利益
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１，１１１
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＜主要関係会社＞
国 内： 東レｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、東レﾌｨﾙﾑ加工 他
海 外： ＴＰＡ（ｱﾒﾘｶ）、ＴＰＥｕ（ﾌﾗﾝｽ）、ＴＳＩ（韓国）、ＳＴＥＭＣＯ（韓国）他
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情報通信材料・機器セグメントの売上高の詳細

32%
20%

21% 27%

機器他 ディスプレイ材料

電子部品・半導体・回路材料記録材料

【０７年３月期中間期サブセグメント別売上高比率】

サブセグメント名

液晶スリットコーター、ダイ
ボンディング装置、検査装
置、ＰＤＰ用装置・部品、商
社、システム、サービス他

機器他

磁気材料、ＴＴＲ（Thermal 
Transfer Ribbon） ・受容紙

用フィルム、印刷システム
材料他

記録材料

電子部品・回路用フィルム、
ＦＰＣ用銅張ポリイミドフィ
ルム、ＴＡＢ用接着テープ、
半導体・電子部品用接着
シート、半導体コーティン
グ材料、ＣＭＰパッド、２層
銅張ポリイミドフィルム、Ｔ
ＡＢテープ・ＣＯＦ加工品、
樹脂材料、樹脂加工品他

電子部品

・半導体・

回路材料

光学用フィルム、光学用
フィルム加工品、ＰＤＰペー
スト、カラーフィルター、カ
ラーフィルター用ペースト、
ケミカル材料、有機ＥＬ材
料他

ディスプレイ

材料

内訳サブセグメント名

＊上記比率は小数点以下１位を四捨五入して表記しております。

【サブセグメント別売上高推移】 単位：億円

＋１５%１，２７８１，１１１
情報通信材料・

機器セグメント合計

－４%２６６２７８機器他

-１%２６０２６３記録材料

＋２３%４１１３３４
電子部品・半導体・

回路材料

＋４４%３４１２３７ディスプレイ材料

増減率
07年3月期

中間期
06年3月期

中間期
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事業セグメント別業績（炭素繊維複合材料）

特記事項

東レ

海外子会社

航空機用途、産業用途とも
順調に拡大する需要に対応
し、炭素繊維、中間基材、
成型品それぞれ拡販に努め、
増収増益。

航空機用途、産業用途とも
順調に需要が拡大し、１月
に増設設備が稼働した米国
子会社の増産効果もあり、
増収増益。

国内子会社

商事子会社が順調に拡販を
進め、増収増益。
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売上高 営業利益

２４４

+30.7%

+49.8%

５９

３１９

８８

本セグメントでは、日米欧３拠点のグローバルオペレーションの規模が大き
く、実態を正しく表すために、内部売上高の消去を外枠で記載しています。

＜主要子会社＞
国 内： 東レｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
海 外： ＳＯＦＩＣＡＲ（ﾌﾗﾝｽ）、ＣＦＡ（ｱﾒﾘｶ）、ＴＣＡ（ｱﾒﾘｶ）
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事業セグメント別業績（環境・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ）
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+9.5% ６７８

１

特記事項

国内子会社

建設子会社、エンジニアリング
子会社とも拡販を進め、増収、
利益改善。

東レ

水処理事業が逆浸透膜等の
拡販を進め増収となるも、開発
費の増加等もあり、減益。

＜主要子会社＞
国 内： 東レ建設、東レｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ、東レＡＣＥ、水道機工 他
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事業セグメント別業績（ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽその他）

特記事項

＜主要関係会社＞
国 内： 東レ・ﾒﾃﾞｨｶﾙ、東レﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ、東レｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ 他

東レ

国内子会社

医薬事業は、“フエロン”
が効能追加により販売数量
増となるも、薬価改定の影
響等により、減収減益。

人工腎臓の拡販等により、
増収増益。
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海外

国内

東レ

売上高 営業利益

３３７

０６／３月期 ０７／３月期

中間期 中間期

全体 （内医薬・医療材） 全体 （内医薬・医療材） 全体 （内医薬・医療材） 全体 （内医薬・医療材）

-4.3%

-1.6%

２０

０６／３月期 ０７／３月期

中間期 中間期

３２３ ２０

-6.3%

-2.6%
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事業セグメント別１Ｑ時見通しと実績比較

０→▲７

（ － ７）
消去または全社

７，２５０→７，４６２

（＋２１２）

３５０→３２３

（－２７）

６００→６７８

（＋７８）

３００→３１９

（＋１９）

１，３５０→１，２７８

（－７２）

１，７５０→１，８４６

（＋９６）

２，９００→３，０１８

（＋１１８）

中間期売上高

１Ｑ見通し→実績

（ ）内差異

・医薬・医療材は堅調に推移。
１５→２０

（＋５）

ライフサイエンス

その他

・航空機・産業・スポーツ各用途とも販売は好調に推移。

・グローバルオペレーションの増加に伴う未実現利益の消去
額の増加等。

９５→８８

（－７）

炭素繊維

複合材料

４３０→４２９

（－１）

０→１

（＋１）

１５５→１４５

（－１０）

７５→８７

（＋１２）

９０→９５

（＋５）

中間期営業利益
１Ｑ見通し→実績

（ ）内差異

・東レおよび商事子会社のテキスタイル輸出が堅調に推移。

・原燃料価格高騰に対する価格転嫁と高付加価値品へのシフ
トに注力。

繊維

・国内商事子会社、アジアの樹脂・フィルム子会社等が拡販。

・原燃料価格高騰に対する価格転嫁と高付加価値品へのシフ
トに注力。

プラスチック

・ケミカル

連結

・建設子会社のマンション販売が好調に推移。環境・エンジニアリング

・ユーザーの在庫調整の影響を受け、フィルム加工子会社の
回路材料が減速。

・ＩＴ関連機器の売上の一部が下期にずれ込み。

情報通信材料

・機器

差異理由事業セグメント

億円
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営業利益増減要因分析
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388
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の値上げ及び高付
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石化原料価格の
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製品の価格変動
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販売数量増

+276 -235

+41

429

億円
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ⅡⅡ．．２００２００７７年３月期年３月期通期見通し通期見通し
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連結業績見通し
億円

（通期営業利益見通しに対する中間期進捗率）

０６年３月期
中間期

０７年３月期
中間期

中 間 期 営 業 利 益 388 429
通 期 営 業 利 益
０ ６ 年 ３ 月 期 は 実 績
０ ７ 年 ３ 月 期 は 見 通 し

930 1,040

中 間 期 進 捗 率 41.7% 41.3%

06年3月期
実績

07年3月期
見通し

上期 6,788 7,462 +674 (+9.9%)

下期 7,487 8,038 +551 (+7.4%)

通期 14,275 15,500 +1,225 (+8.6%)

上期 388 429 +41 (+10.5%)

下期 542 611 +69 (+12.7%)

通期 930 1,040 +110 (+11.8%)

上期 368 405 +37 (+10.1%)

下期 508 605 +96 (+19.0%)

通期 877 1,010 +134 (+15.2%)

上期 168 280 +113 (+67.5%)

下期 307 310 +3 (+1.0%)

通期 474 590 +116 (+24.4%)

上期 １１．９６円 ２０．０３円

下期 ２１．７６円 ２２．１１円

通期 ３３．７２円 ４２．１４円

上期 ４．０円 ５．０円

下期 ４．０円 ５．０円

通期 ８．０円 １０．０円

上期 33.4% 25.0%

下期 18.4% 22.6%

通期 23.7% 23.7%

配当性向

増減

１株当たり
当期純利益

１株当たり
配当金

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

想定為替レート（2006年10月～2007年3月）：１１５円／ＵＳ＄、１４５円／ユーロ
想定原油価格 ： （2006年10月～2006年12月） ６２US＄／Ｂ（ドバイＦＯＢ）

（2007年 1月～2007年 3月） ６５US＄／Ｂ（ドバイＦＯＢ）
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事業セグメント別業績見通し （売上高／営業利益）

億円

０６年
３月期

０７年
３月期

０６年
３月期

０７年
３月期

上期 2,887 3,018 +131 (+4.5%) 104 95 -9 (-8.6%)

繊維 下期 2,918 3,032 +114 (+3.9%) 103 105 +2 (+2.0%)

通期 5,805 6,050 +245 (+4.2%) 207 200 -7 (-3.3%)
上期 1,588 1,846 +258 (+16.2%) 86 87 +0 (+0.5%)

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ･ｹﾐｶﾙ 下期 1,791 1,904 +113 (+6.3%) 99 108 +10 (+9.9%)

通期 3,380 3,750 +370 (+11.0%) 185 195 +10 (+5.5%)
上期 1,111 1,278 +166 (+15.0%) 131 145 +14 (+10.9%)

情報通信材料・機器 下期 1,239 1,472 +234 (+18.9%) 182 205 +23 (+12.7%)

通期 2,350 2,750 +400 (+17.0%) 313 350 +37 (+11.9%)
上期 244 319 +75 (+30.7%) 59 88 +29 (+49.8%)

炭素繊維複合材料 下期 283 381 +98 (+34.6%) 59 87 +27 (+46.3%)

通期 527 700 +173 (+32.8%) 118 175 +57 (+48.1%)
上期 619 678 +59 (+9.5%) ▲ 12 1 +13 ( - )

環境・ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 下期 922 922 -0 (-0.0%) 61 49 -12 (-19.8%)

通期 1,541 1,600 +59 (+3.8%) 49 50 +1 (+1.6%)
上期 337 323 -14 (-4.3%) 20 20 -1 (-2.6%)

ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽその他 下期 334 327 -7 (-2.0%) 44 50 +6 (+13.5%)

通期 671 650 -21 (-3.2%) 65 70 +5 (+8.5%)
上期 203 200 -3 (-1.6%) 6 6 -0 (-6.3%)

(内医薬・医療材) 下期 232 250 +18 (+7.8%) 26 34 +8 (+32.5%)

通期 435 450 +15 (+3.4%) 32 40 +8 (+24.7%)
上期 6,788 7,462 +674 (+9.9%) 388 436 +47 (+12.2%)

計 下期 7,487 8,038 +551 (+7.4%) 548 604 +56 (+10.3%)

通期 14,275 15,500 +1,225 (+8.6%) 936 1,040 +104 (+11.1%)

上期 0 ▲ 7 -7

消去又は全社 下期 ▲ 6 7 +13

通期 ▲ 6 0 +6

上期 6,788 7,462 +674 (+9.9%) 388 429 +41 (+10.5%)

連結 下期 7,487 8,038 +551 (+7.4%) 542 611 +69 (+12.7%)

通期 14,275 15,500 +1,225 (+8.6%) 930 1,040 +110 (+11.8%)

売上高 営業利益
特記事項

増減　　　（％） 増減　　　（％）

原燃料価格が高値圏で推移する等、厳しい環境の中、価格転
嫁及び高付加価値品へのシフトを進めるも、上期の営業利益
の落ち込みをカバーできず、前期比増収なるも減益の見通し。

原燃料価格が高値圏で推移するも、自動車用途の樹脂や包装
材料・工業材料用のフィルム及びフィルム加工品の拡販を進め
るとともに、価格転嫁も進め、前期比増収増益の見通し。

上期にＬＣＤパネルの在庫調整があったものの、回復基調にあ
るＬＣＤ、及び堅調に拡大しているＰＤＰ向け部材の拡販を進め
るとともに、下期から稼働を開始した光学用厚物ＰＥＴフィルムの
改造ラインの増産・増販効果もあり、前期比増収増益の見通し。

航空機、一般産業、スポーツ全用途での旺盛な需要に加え、米
国子会社の増産・増販効果もあり、前期比増収増益の見通し。

人工腎臓を中心とする医療材の拡販により前期比増収増益の
見通し。

逆浸透膜の拡販を進めることに加え、建設子会社、エンジニアリ
ング子会社が堅調に推移し、前期比増収増益の見通し。
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事業セグメント別上下営業利益比較

▲７→７

（＋１４）
消去または全社

• 既存医薬品の着実な拡販

• 人工腎臓新製品の拡販

• 医薬・医療材事業は下期型２０→５０

（＋３０）

ライフサイエンス

その他

• 愛媛工場の新ラインの確実な立ち上げ• 各用途とも需要は引き続き旺盛

• ２００７年１月稼働開始予定の愛媛工場新ラ
インの費用増

８８→８７

（－１）

炭素繊維

複合材料

４２９→６１１

（＋１８２）

１→４９

（＋４８）

１４５→２０５

（＋６０）

８７→１０８

（＋２１）

９５→１０５

（＋１０）

営業利益

上期→下期

（ ）内差異

• マンション・建設の大型物件が下期に集中

• 水道機工は下期型ビジネス

• 液晶パネルの生産調整は回復基調

• 値下げ圧力の継続

• 半導体市場は堅調に推移

• 原燃料価格の更なる高騰懸念

• アジアにおける薄物汎用フィルムの増産に
よる価格低下懸念

• 樹脂の需要は自動車・電機用途を中心に堅
調に推移

• 原燃料価格の更なる高騰懸念

事業環境

• 更なる価格転嫁と高付加価値品への転換の推進繊維

• 更なる価格転嫁と高付加価値品への転換の推進

• 上期に完成したマレーシアＰＥＴフィルム新ライン
の稼働に伴う拡販

プラスチック

・ケミカル

連結

• 受注案件のプロジェクト管理徹底

• 原価低減努力、営業費削減努力の継続的な実施
環境・

エンジニアリング

• 上期にマシン改造が完了し、生産能力が増加した
光学用フィルムの拡販

• ＰＤＰ関連材料や半導体関連材料の拡販

情報通信材料

・機器

下期のアクションプラン事業セグメント

億円
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原料価格の見通し

原油価格は、８月以降下落傾向にあるが、主要原料の価格は、９月まで上昇を続けた。
１０月以降もやや下落傾向にあるものの引き続き高値圏で推移する見通し。

原油価格は、８月以降下落傾向にあるが、主要原料の価格は、９月まで上昇を続けた。
１０月以降もやや下落傾向にあるものの引き続き高値圏で推移する見通し。
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情報通信材料・機器事業の見通し

当年度上期は、ＬＣＤパネルの生産調整の影響を受けるも、通期ではディスプレイ材料、電子部品・
半導体・回路材料が牽引役となり、成長を持続する見通し。中長期的にも、ＦＰＤパネル、電子部品・
半導体・電子回路等のデバイスの需要拡大とお客様とのパートナーシップを強化することにより、既
存事業の拡大を進める。加えて、競争力のある新規先端材料事業を拡大し、成長を加速させる。

【ディスプレイ材料、電子部品・半導体・回路材料の事業拡大】
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ＰＤＰ

ＴＦＴ-ＬＣＤ ＰＤＰ 年成長率３０％

ＴＦＴ－ＬＣＤ 年成長率２８％

ＦＰＤパネル需要の拡大
＋

有力なお客様とのパートナーシップ強化有力なお客様とのパートナーシップ強化

ＰＤＰ関連材料、ＬＣＤ関連材料
ＦＰＤ関連装置の拡大

ＰＣ、携帯電話、デジタル家電等の需要
拡大・高度化に伴い、電子部品・半導
体・回路材料も拡大

＋

ＦＰＤパネルのガラス投入面積の予測ＦＰＤパネルのガラス投入面積の予測

当年度上期は、ＬＣＤパネルの生産調整の影響を受けるも、通期ではディスプレイ材料、電子部品・
半導体・回路材料が牽引役となり、成長を持続する見通し。中長期的にも、ＦＰＤパネル、電子部品・
半導体・電子回路等のデバイスの需要拡大とお客様とのパートナーシップを強化することにより、既
存事業の拡大を進める。加えて、競争力のある新規先端材料事業を拡大し、成長を加速させる。

【新規先端材料事業の拡大（新規先端材料例）】
ＣＭＰパッド（特長：平坦化特性に優れ、ウェハ表面の研磨傷の発生を格段に低減）
高密度ＩＣ実装用フィルム基板（特長：12μmピッチという世界最高配線密度を実現）
ＬＣＤバックライト用機能統合フィルム（特長：乳白板、ビーズシートを統合）他
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炭素繊維用途別需要推移と当社生産能力推移
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36,500 41,000
45,500
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航空宇宙

24%

産業

14%

市場全体

14%

Ｂ７８７の受注増を中心とした航空機需要の更なる拡大、原油価格高騰による石油代替エネルギー関
連用途（ＣＮＧタンク、風車など）、自動車用途での需要増、自転車用途の急拡大等により、炭素繊維
の需要は 従来見通していた成長率を上回る見通し。この需要拡大に対応し、今後も積極的な設備投
資を継続し、収益拡大を推進。

Ｂ７８７の受注増を中心とした航空機需要の更なる拡大、原油価格高騰による石油代替エネルギー関
連用途（ＣＮＧタンク、風車など）、自動車用途での需要増、自転車用途の急拡大等により、炭素繊維
の需要は 従来見通していた成長率を上回る見通し。この需要拡大に対応し、今後も積極的な設備投
資を継続し、収益拡大を推進。
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用途別需要推移

当社生産能力推移

（年末、公称能力ベース）
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設備投資額・減価償却費・研究開発費見通し

研究開発費
億円

設備投資額

06/3月期
実績

07/3月期
見通し

増減

東レ単体 428 530 +102

連結子会社 601 670 +69

連結ベース 1,029 1,200 +171

億円

06/3月期
実績

07/3月期
見通し

増減

東レ単体 326 340 +14

連結子会社 71 80 +9

連結ベース 397 420 +23

減価償却費 億円

06/3月期
実績

07/3月期
見通し

増減

東レ単体 261 320 +59

連結子会社 367 420 +53

連結ベース 629 740 +111
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ⅢⅢ．最近のトピックス．最近のトピックス
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最近のトピックス（06/8～06/9）

○○

ＬＣＤバックライト用機能統合フィルムの開発に成功
液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）のバックライト（光源）に用いられる複数の光学フィルムの機能
を統合した革新的な光学用ＰＥＴフィルムの開発に世界で初めて成功。本フィルムにより、
バックライトの光線を画面全体に広げる拡散板（乳白板）をはじめ、集光機能を持つビー
ズシートやプリズムシートなどを１枚のフィルムにまとめることが可能となる。ＬＣＤの軽
量化や部品点数の削減に寄与できる先端フィルム材料として、本年度末から大型液晶
テレビのバックライト用途を中心に本格展開。

９月

○○

金属を用いず金属光沢調・易成形フィルムの開発に成功
当社独自のナノ積層技術とポリマー設計技術を融合し、金属を用いない金属光沢調・易
成形ﾌｨﾙﾑの開発に世界で初めて成功。今回開発した「金属光沢・易成形ﾌｨﾙﾑ」は、異
種のポリマーを800層以上の非常に多い層数を高精度に積層することで、金属を用いず
に光を高輝度で反射し、金属並の光沢を発現。本開発ﾌｨﾙﾑは、耐熱性、耐薬品性、印
刷性、表面性等にも優れ、各種工業材料用途、特に自動車、家電、建材用途に幅広く展
開が可能。

９月

○

「TRK-820」についての肝疾患に伴う掻痒症を適応症とする
共同開発及び販売に関する契約を締結
日本たばこ産業株式会社殿および鳥居薬品株式会社殿と東レは、東レの医薬研究所で
研究開発し、現在、国内の血液透析患者における掻痒症を適応症として共同開発中に
ある止痒薬「TRK-820」（東レ開発番号）について、新たに、国内における肝疾患に伴う
掻痒症を適応症とする共同開発及び販売に関する契約を締結。

９月

○

中国での高機能ポリプロピレン長繊維不織布新会社の設立
中国において、高機能ポリプロピレン長繊維不織布（ＰＰスパンボンド）およびその高次
加工品の生産・販売を行う新会社を設立することを決定。新会社名は「東麗高新聚化(南
通)有限公司」(略称 ＴＰＮ)（仮称）で、中国江蘇省南通市の経済技術開発区内で２００６
年１２月に設立し、２００８年２月から操業を開始する予定（生産能力：年産１８，０００ｔ）。

８月

ＮＴーⅡの施策

先端材料
事業拡大

事業構造
改革,
ＮＶＣ

海外事業
拡大

ﾅﾝﾊﾞｰOne
事業拡大

トピックス時期
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最近のトピックス（06/10）

○

ＰＤＰ用感光性ペーストの生産設備の増設ついて
ＰＤＰ（プラズマディスプレイ）用感光性ペースト事業について、生産設備の増設を決定。
松下電器 産業株式会社殿と当社の合弁事業である松下プラズマディスプレイ株式会
が現在、兵庫県尼崎市に建設を進めている世界最大規模の新工場（第４工場）に対応
するため、当社の滋賀事業場（滋賀県大津市）で、月産２０５トンの生産設備を増設し、
現状の２,７００トン／年（２２５トン／月）から５,１６０トン／年（４３０トン／月）へ増強。
２００７年７月に第１期の稼働を開始し、２００８年２月にフル稼働を予定。

１０月

○

世界最高レベルのタンパク質解析技術を開発し、新規の癌
マーカーを発見
血液中のタンパク質を世界最高レベルの感度で検出可能なタンパク質解析技術と、京
都大学大学院医学研究科の高度な医療・解析技術を融合させることにより、これまで癌
との関連性が知られていなかった、血液中に極微量に存在するタンパク質と癌との関連
性を解明。更に、膀胱癌においては癌の早期診断に役立つ「マーカータンパク質」が尿
中から検出可能であることを世界に先駆けて発見。

１０月

○○

韓国で電子回路用の基板フィルムを事業化
韓国で電子回路用のフレキシブル基板フィルムを現地生産することを決定。韓国子会社
の東レセハン株式会社に、総額約３０億円を投じて、高密度電子回路用電解メッキ法２
層型フレキシブル基板フィルム“メタロイヤル”の生産設備を新設。生産能力は年７０万
平方メートル（ＣＯＦ標準品換算）で、平成１９年１０月からの稼働開始を目指す。平成２３
年度には“メタロイヤル”のグループ売上高を現在の３倍にあたる１８０億円に拡大する
計画。

１０月

○

世界初の溶融紡糸セルロース系繊維“フォレッセ（Foresse）”に

よる環境配慮型テキスタイルを開発
世界で初めて「溶融紡糸法」による製造を可能にしたセルロース系新規繊維“フォレッ
セ”を使用し、従来のセルロース系繊維の域を超えた特長あるテキスタイルを創出する
ことに成功。“フォレッセ”は、石化原料ではなく植物由来のセルロースを原料とし、更に

紡糸工程で有機溶媒を使用しない「溶融紡糸法」で製造することから、環境に優しいとい
う特長を有する。

１０月

ＮＴーⅡの施策

先端材料
事業拡大

事業構造
改革,
ＮＶＣ

海外事業
拡大

ﾅﾝﾊﾞｰOne
事業拡大

トピックス時期
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最近のトピックス（06/10）

○

高機能樹脂ＰＰＳ、ＬＣＰの生産設備を増強
高機能樹脂のＰＰＳ(ポリフェニレンサルファイド)“トレリナ”とＬＣＰ(液晶ポリマー)“シベラ
ス”について生産設備の増強を決定し、建設を開始。当社東海工場（愛知県東海市）に

年産２，５００トンのＰＰＳ樹脂重合設備、および愛媛工場（愛媛県松前町）に年１，０００ト
ンのＬＣＰ樹脂重合設備をそれぞれ増設。総投資額は約４０億円で、２００７年１２月から
の稼働開始を目指す。今回の増設により、ＰＰＳ樹脂の年産能力は１１,５００トンに、ＬＣ
Ｐ樹脂は現有能力倍増の年２，０００トンに拡大。

１０月

ＮＴーⅡの施策

先端材料
事業拡大

事業構造
改革,
ＮＶＣ

海外事業
拡大

ﾅﾝﾊﾞｰOne
事業拡大

トピックス時期
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中国での高機能ポリプロピレン長繊維不織布新会社の設立

中国において、高機能ポリプロピレン長繊維不織布（ＰＰスパンボンド）およびその高次加工品の生
産・販売を行う新会社を設立することを決定。新会社名は「東麗高新聚化(南通)有限公司」(略称 Ｔ
ＰＮ)（仮称）で、中国江蘇省南通市の経済技術開発区内で２００６年１２月に設立し、２００８年２月か
ら操業を開始する予定（生産能力：年産１８，０００ｔ）。
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ＴＳＩ
（韓国）

万トン／年

東レグループのＰＰスパンボンドの生産能力

新設分
（中国）

用途

・紙おむつ等の衛生材料用途

・手術用のｶﾞｳﾝや覆い布等のメディカル用途

・その他工業資材、農業資材用途

特長

・最新鋭マシンによる生産

・中国国産品だけでは不足している

高機能ＰＰスパンボンドの現地生産

・事業基盤を確立している南通地区での展開

供給能力合計６７，０００トンは

アジアでトップクラス

中国において、高機能ポリプロピレン長繊維不織布（ＰＰスパンボンド）およびその高次加工品の生
産・販売を行う新会社を設立することを決定。新会社名は「東麗高新聚化(南通)有限公司」(略称 Ｔ
ＰＮ)（仮称）で、中国江蘇省南通市の経済技術開発区内で２００６年１２月に設立し、２００８年２月か
ら操業を開始する予定（生産能力：年産１８，０００ｔ）。
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ＬＣＤバックライト用機能統合フィルムの開発に成功

液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）のバックライト（光源）に用いられる複数の光学フィルムの機能を統合した
革新的な光学用ＰＥＴフィルムの開発に世界で初めて成功。本フィルムにより、バックライトの光線を
画面全体に広げる拡散板（乳白板）をはじめ、集光機能を持つビーズシートやプリズムシートなどを
１枚のフィルムにまとめることが可能となる。ＬＣＤの軽量化や部品点数の削減に寄与できる先端
フィルム材料として、本年度末から大型液晶テレビのバックライト用途を中心に本格展開。

液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）のバックライト（光源）に用いられる複数の光学フィルムの機能を統合した
革新的な光学用ＰＥＴフィルムの開発に世界で初めて成功。本フィルムにより、バックライトの光線を
画面全体に広げる拡散板（乳白板）をはじめ、集光機能を持つビーズシートやプリズムシートなどを
１枚のフィルムにまとめることが可能となる。ＬＣＤの軽量化や部品点数の削減に寄与できる先端
フィルム材料として、本年度末から大型液晶テレビのバックライト用途を中心に本格展開。
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大型液晶ＴＶの直下型バックライトユニット用途がメインターゲット
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金属を用いず金属光沢調・易成形フィルムの開発に成功

当社独自のナノ積層技術とポリマー設計技術を融合し、金属を用いない金属光沢調・易成形ﾌｨﾙﾑの
開発に世界で初めて成功。今回開発した「金属光沢・易成形ﾌｨﾙﾑ」は、異種のポリマーを800層以上
の非常に多い層数を高精度に積層することで、金属を用いずに光を高輝度で反射し、金属並の光沢
を発現。本開発ﾌｨﾙﾑは、耐熱性、耐薬品性、印刷性、表面性等にも優れ、各種工業材料用途、特に
自動車、家電、建材用途に幅広く展開が可能。

当社独自のナノ積層技術とポリマー設計技術を融合し、金属を用いない金属光沢調・易成形ﾌｨﾙﾑの
開発に世界で初めて成功。今回開発した「金属光沢・易成形ﾌｨﾙﾑ」は、異種のポリマーを800層以上
の非常に多い層数を高精度に積層することで、金属を用いずに光を高輝度で反射し、金属並の光沢
を発現。本開発ﾌｨﾙﾑは、耐熱性、耐薬品性、印刷性、表面性等にも優れ、各種工業材料用途、特に
自動車、家電、建材用途に幅広く展開が可能。

従来の金属光沢調材料の課題

・金属成分を含んでいるため、電磁波をほとんど透過しない
・成形性が十分でない
・代表的な加飾方法であるメッキの場合、重金属を使用することもある

今回開発した「金属光沢・易成形フィルム」

・当社独自のナノ積層技術により、
高精度に数百～数千の層数で
積層することにより、自然な金属
光沢調を発現

・新規ポリマーにより、層間接着性、
成形性を実現

・環境低負荷の金属光沢調材料

電磁波透過･易成形･環境低負荷のため、携帯電話、家電、自動車への応用が可能
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韓国で電子回路用の基板フィルムを事業化

韓国で電子回路用のフレキシブル基板フィルムを現地生産することを決定。韓国子会社の東レセ
ハン株式会社に、総額約３０億円を投じて、高密度電子回路用電解メッキ法２層型フレキシブル基
板フィルム“メタロイヤル”の生産設備を新設。生産能力は年７０万平方メートル（ＣＯＦ標準品換算）

で、平成１９年１０月からの稼働開始を目指す。平成２３年度には“メタロイヤル”のグループ売上高
を現在の３倍にあたる１８０億円に拡大する計画。

韓国で電子回路用のフレキシブル基板フィルムを現地生産することを決定。韓国子会社の東レセ
ハン株式会社に、総額約３０億円を投じて、高密度電子回路用電解メッキ法２層型フレキシブル基
板フィルム“メタロイヤル”の生産設備を新設。生産能力は年７０万平方メートル（ＣＯＦ標準品換算）

で、平成１９年１０月からの稼働開始を目指す。平成２３年度には“メタロイヤル”のグループ売上高
を現在の３倍にあたる１８０億円に拡大する計画。
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韓国での大型液晶パネル
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ザー対応が可能に

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2005 2006 2007 2008 2009 2010

万平方メートル／年

“メタロイヤル”生産能力

年率２５％で拡大する
ＬＣＤパネル生産

韓国におけるＴＦＴ ＬＣＤガラス基板投入面積



37

ＰＤＰ用感光性ペーストの生産設備を増設

ＰＤＰ（プラズマディスプレイ）用感光性ペーストの生産設備増設を決定。松下電器産業株式会社殿
と当社の合弁事業である松下プラズマディスプレイ株式会社が現在、兵庫県尼崎市に建設を進め
ている世界最大規模の新工場（第４工場）に対応するため、当社の滋賀事業場（滋賀県大津市）で、
月産２０５トンの生産設備を増設し、現状の２,７００トン／年（２２５トン／月）から５,１６０トン／年
（４３０トン／月）へ増強。２００７年７月に第１期の稼働を開始し、２００８年２月にフル稼働を予定。

ＰＤＰ（プラズマディスプレイ）用感光性ペーストの生産設備増設を決定。松下電器産業株式会社殿
と当社の合弁事業である松下プラズマディスプレイ株式会社が現在、兵庫県尼崎市に建設を進め
ている世界最大規模の新工場（第４工場）に対応するため、当社の滋賀事業場（滋賀県大津市）で、
月産２０５トンの生産設備を増設し、現状の２,７００トン／年（２２５トン／月）から５,１６０トン／年
（４３０トン／月）へ増強。２００７年７月に第１期の稼働を開始し、２００８年２月にフル稼働を予定。
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世界最高ﾚﾍﾞﾙのﾀﾝﾊﾟｸ質解析技術を開発し、新規の癌ﾏｰｶｰを発見

血液中のタンパク質を世界最高レベルの感度で検出可能なタンパク質解析技術と、京都大学大学
院医学研究科の高度な医療・解析技術を融合させることにより、これまで癌との関連性が知られてい
なかった、血液中に極微量に存在するタンパク質と癌との関連性を解明。更に、膀胱癌においては
癌の早期診断に役立つ「マーカータンパク質」が尿中から検出可能であることを世界に先駆けて発見。

血液中のタンパク質を世界最高レベルの感度で検出可能なタンパク質解析技術と、京都大学大学
院医学研究科の高度な医療・解析技術を融合させることにより、これまで癌との関連性が知られてい
なかった、血液中に極微量に存在するタンパク質と癌との関連性を解明。更に、膀胱癌においては
癌の早期診断に役立つ「マーカータンパク質」が尿中から検出可能であることを世界に先駆けて発見。

妨害タンパク質

マーカー
タンパク質

直径数ナノ
メートルの穴

血液中に含まれるタンパク質の
うち、１％のみが疾患の原因や
指標になるマーカータンパク質

残り９９％はタンパク質分析の
妨害成分であり、分離除去する
技術の開発が課題

分画デバイス

直径数ナノメートルの穴を持つ中空糸膜を使用した、当社
開発の分画デバイスにより、短時間に妨害タンパク質を
除去し、マーカータンパク質を選択的に回収。

・これまでには癌との関係が知られていない７０種のタンパク質が、癌特異的に検出されることを発見。

・膀胱癌患者の尿中に存在するタンパク質を用いることにより、膀胱癌の発症を早期の段階から６０％
以上の確率で判定可能であることを世界で初めて発見。

高感度・高精度に癌の検査・診断ができる、マーカータンパク質を用いたバイオツールを開発中。
（研究・開発向けは２年後、臨床向けは５年後の上市を目標）
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高機能樹脂ＰＰＳ、ＬＣＰの生産設備を増強

高機能樹脂のＰＰＳ(ポリフェニレンサルファイド)“トレリナ”とＬＣＰ(液晶ポリマー)“シベラス”につい

て生産設備の増強を決定し、建設を開始。当社東海工場（愛知県東海市）に年産２，５００トンの
ＰＰＳ樹脂重合設備、および愛媛工場（愛媛県松前町）に年１，０００トンのＬＣＰ樹脂重合設備をそ
れぞれ増設。総投資額は約４０億円で、２００７年１２月からの稼働開始を目指す。今回の増設によ
り、ＰＰＳ樹脂の年産能力は１１,５００トンに、ＬＣＰ樹脂は現有能力倍増の年２，０００トンに拡大。

高機能樹脂のＰＰＳ(ポリフェニレンサルファイド)“トレリナ”とＬＣＰ(液晶ポリマー)“シベラス”につい

て生産設備の増強を決定し、建設を開始。当社東海工場（愛知県東海市）に年産２，５００トンの
ＰＰＳ樹脂重合設備、および愛媛工場（愛媛県松前町）に年１，０００トンのＬＣＰ樹脂重合設備をそ
れぞれ増設。総投資額は約４０億円で、２００７年１２月からの稼働開始を目指す。今回の増設によ
り、ＰＰＳ樹脂の年産能力は１１,５００トンに、ＬＣＰ樹脂は現有能力倍増の年２，０００トンに拡大。
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ＰＰＳ樹脂

世界需要４万ﾄﾝ

（市場成長率

年率７％）

←2009年迄に
追加増設
実施を計画

当社生産能力

当社ＰＰＳ事業の特長

樹脂コンパウンドにとど
まらず、フィルム、繊維
の各分野にも事業展開
する総合ＰＰＳメーカー

ＬＣＰ樹脂

世界需要２万ﾄﾝ

（市場成長率

年率１０％）

当社生産能力

当社LCP樹脂の主な用途

電子部品：ファインピッチコネクタ、
センサー、ＨＤＤ部品、
ＣＤピックアップ部品
等

自動車部品：電気制御部品等

当社ＬＣＰ事業の特長

当社ＬＣＰ樹脂の特長で
ある、良流動性が要求さ
れる市場に特化し、携帯
電話等に使用されるファ
インピッチコネクタにおい
て高シェアをキープする
「ニッチトップ」

当社PPS樹脂の主な用途

樹脂：電機・電子機器部品、
自動車電装部品

ﾌｨﾙﾑ：携帯電話用ｺﾝﾃﾞﾝｻ、
ＦＰＤ用高機能ﾌｨﾙﾑ

繊維：火力発電所向けﾌｨﾙ
ﾀｰ、ﾓｰﾀｰ結束糸 等
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本資料中の２００７年３月期の業績見通し
及び事業計画・将来展望についての記述
は、現時点における将来の経済環境予想
等の仮定に基づいています。

本資料において当社の将来の業績を保証
するものではありません。
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